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○「牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法」抜粋 

  （平成 15 年法律第 72 号） 

 

第一章 総則 

（定義） 

第二条 この法律において「個体識別番号」とは、牛（農林水産省令で定めるものを除く。以下同じ。）

の個体を識別するために農林水産大臣が牛ごとに定める番号をいう。  

２ この法律において「管理者」とは、牛の所有者その他の牛を管理する者（当該牛の運送の委託を受

けた運送業者を除く。）をいう。  

３ この法律において「特定牛肉」とは、食用に供される牛の肉（これを原料又は材料として製造し、

加工し、又は調理したものその他の農林水産省令で定めるものを除く。）であって、牛個体識別台帳

に記録されている牛から得られたものをいう。  

４ この法律において「特定料理」とは、牛の肉を主たる材料とする料理であって政令で定めるものを

いう。  

５ この法律において「販売業者」とは、牛の肉の販売の事業を行う者をいい、「特定料理提供業者」

とは、特定料理の提供の事業を行う者であって政令で定める要件に該当するものをいう。  

 

第四章 特定牛肉の表示等 

（と畜者による個体識別番号の表示等）  

第十四条 と畜者は、牛をとさつした後、当該とさつした牛から得られた特定牛肉を他の者に引き渡す

ときは、当該特定牛肉に当該牛の個体識別番号を表示しなければならない。  

２ と畜者は、前項の規定による個体識別番号の表示に代えて、個体識別番号以外の番号又は記号で牛

の個体を識別することができるものを表示することができる。この場合には、と畜者は、特定牛肉の

引渡しを受ける者に対し、当該番号又は記号に対応する牛の個体識別番号を明らかにした書面を交付

しなければならない。  

３ と畜者は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令で定めるところにより、特定牛肉の引渡し

の相手方の承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法であって農林水産省令で定めるものにより提供することができる。この場

合においては、当該と畜者は、当該書面を交付したものとみなす。 

（販売業者による個体識別番号の表示等）  

第十五条 販売業者は、特定牛肉の販売をするときは、農林水産省令で定めるところにより、当該特定

牛肉若しくはその容器、包装若しくは送り状又はその店舗の見やすい場所に、当該特定牛肉に係る牛

の個体識別番号を表示しなければならない。  

２ 前項の場合においては、販売業者は、一の特定牛肉について一の個体識別番号を表示しなければな

らない。ただし、次に掲げる要件のいずれにも該当する特定牛肉の販売をするときは、一の特定牛肉

について二以上の個体識別番号を表示することができる。  

一 いずれの牛から得られたものであるかを識別することが困難な特定牛肉であること。  

二 農林水産省令で定める頭数以下の牛から得られた特定牛肉であること。  
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３ 第一項の場合においては、販売業者は、農林水産省令で定めるところにより、個体識別番号の表示

に代えて、荷口番号（個体識別番号以外の番号又は記号で個体識別番号に対応するものをいう。以下

この条において同じ。）を表示することができる。  

４ 前項の場合には、販売業者は、農林水産省令で定めるところにより、その氏名又は名称を併せて表

示するとともに、当該特定牛肉の販売の相手方、消費者その他の者の求めに応じ、当該荷口番号に対

応する個体識別番号を明らかにしなければならない。ただし、他の者が定めた荷口番号を表示する場

合において、農林水産省令で定めるところにより、当該他の者の氏名又は名称を表示したときは、こ

の限りでない。  

（特定料理提供業者による個体識別番号の表示等）  

第十六条 特定料理提供業者は、特定料理（特定牛肉を主たる材料とするものに限る。以下同じ。）の

提供をするときは、農林水産省令で定めるところにより、当該特定料理又はその店舗の見やすい場所

に、当該特定料理の主たる材料である特定牛肉に係る牛の個体識別番号を表示しなければならない。  

２ 前条第二項から第四項までの規定は、前項の場合について準用する。この場合において、同条第二

項中「販売業者」とあるのは「特定料理提供業者」と、「一の特定牛肉」とあるのは「一の特定料理」

と、「特定牛肉の販売」とあるのは「特定牛肉を主たる材料とする特定料理の提供」と、同条第三項

中「販売業者」とあるのは「特定料理提供業者」と、同条第四項中「販売業者」とあるのは「特定料

理提供業者」と、「当該特定牛肉の販売の相手方、消費者」とあるのは「当該特定料理の提供の相手

方」と読み替えるものとする。  

（帳簿の備付け等）  

第十七条 と畜者、販売業者及び特定料理提供業者は、農林水産省令で定めるところにより、帳簿（磁

気ディスクをもって調製するものを含む。以下同じ。）を備え、特定牛肉の引渡し若しくは販売又は

特定料理の提供に関し農林水産省令で定める事項を記載し、又は記録し、これを保存しなければなら

ない。  

（勧告及び命令）  

第十八条 農林水産大臣は、と畜者が第十四条第一項又は第二項の規定を遵守していないと認めるとき

は、当該と畜者に対し、必要な措置を講ずべき旨の勧告をすることができる。  

２ 農林水産大臣は、販売業者が第十五条第一項、第二項又は第四項の規定を遵守していないと認める

ときは、当該販売業者に対し、必要な措置を講ずべき旨の勧告をすることができる。  

３ 農林水産大臣は、特定料理提供業者が第十六条第一項又は同条第二項において読み替えて準用する

第十五条第二項若しくは第四項の規定を遵守していないと認めるときは、当該特定料理提供業者に対

し、必要な措置を講ずべき旨の勧告をすることができる。  

４ 農林水産大臣は、前三項に規定する勧告を受けたと畜者、販売業者又は特定料理提供業者が、正当

な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該と畜者、販売業者又は特定料理提供

業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。  

 

第五章 雑則  

（報告及び検査）  
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第十九条 農林水産大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、牛の管理者、輸入者

若しくは輸出者に対し、必要な報告をさせ、又はその職員に当該牛の管理者、輸入者若しくは輸出者

の事務所、事業場その他の場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に

質問させることができる。  

２ 農林水産大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、と畜者に対し、必要な報告

をさせ、又はその職員に当該と畜者の事務所、事業場その他の場所に立ち入り、帳簿、書類その他の

物件を検査させ、関係者に質問させ、若しくは検査に必要な限度において特定牛肉の一部を無償で集

取させることができる。  

３ 農林水産大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、販売業者若しくは特定料理

提供業者に対し、必要な報告をさせ、又はその職員に当該販売業者若しくは特定料理提供業者の事務

所、事業場、店舗その他の場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、関係者に質問させ、

若しくは検査に必要な限度において特定牛肉若しくは特定料理を集取させることができる。ただし、

特定牛肉又は特定料理を集取させるときは、時価によってその対価を支払わなければならない。  

４ 前三項の規定により立入検査、質問又は集取をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

者に提示しなければならない。  

５ 第一項から第三項までの規定による立入検査、質問及び集取の権限は、犯罪捜査のために認められ

たものと解釈してはならない。  

６ 第一項から第三項までに規定する農林水産大臣の権限は、農林水産省令で定めるところにより、そ

の一部を地方農政局長に委任することができる。  

 

第六章 罰則  

第二十三条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。  

一 第八条又は第十一条から第十三条までの規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者  

二 第九条第二項若しくは第三項又は第十条の規定に違反した者  

三 第九条第四項又は第十八条第四項の命令に違反した者  

四 第十七条の規定に違反して、帳簿を備えず、帳簿に記載し、若しくは記録すべき事項を記載せず、

若しくは記録せず、若しくは虚偽の記載若しくは記録をし、又は帳簿を保存しなかった者  

五 第十九条第一項から第三項までの規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、これらの規

定による検査若しくは集取を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又はこれらの規定による質問に対して

陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者  

第二十四条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、

同条の刑を科する。  
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○「牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法施行令」抜粋 

  （平成 15 年政令第 300 号） 

 

（政令で定める料理） 

第一条 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法（以下「法」という。）第二条

第四項の政令で定める料理は、焼き肉、しゃぶしゃぶ、すき焼き及びステーキとする。 

（特定料理提供業者の要件） 

第二条 法第二条第五項の政令で定める要件は、次の各号のいずれにも該当するものであることとする。  

一 料理の提供を主たる事業としていること。  

二 その者の提供する料理が主として特定料理であること。  

 

 

 

 

○「牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法施行規則」抜粋 

  （平成 15 年農林水産省令第 72 号） 

 

第四章 特定牛肉の表示等  

（情報通信の技術を利用する方法）  

第二十条 法第十四条第三項の農林水産省令で定める方法は、次に掲げる方法とする。  

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの  

イ と畜者の使用に係る電子計算機と特定牛肉の引渡しの相手方（以下この条において「相手方」

という。）の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に

係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

ロ と畜者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された書面に記載すべき事項を

電気通信回線を通じて相手方の閲覧に供し、相手方の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルに当該事項を記録する方法（法第十四条第三項に規定する方法による提供を受ける旨の承諾又

は受けない旨の申出をする場合にあっては、と畜者の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルにその旨を記録する方法） 

二 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録し

ておくことができる物をもって調製するファイルに書面に記載すべき事項を記録したものを交付

する方法  

２ 前項に掲げる方法は、相手方がファイルへの記録を出力することによる書面を作成することがで

きるものでなければならない。  

３ 第一項第一号の「電子情報処理組織」とは、と畜者の使用に係る電子計算機と、相手方の使用に

係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。  

第二十一条 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法施行令第四条第一項の規

定により示すべき方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。  
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一 前条第一項各号に規定する方法のうちと畜者が使用するもの  

二 ファイルへの記録の方式  

（販売業者による個体識別番号の表示方法）  

第二十二条 法第十五条第一項に規定する個体識別番号の表示は、当該特定牛肉若しくはその容器、包

装若しくは送り状の見やすい場所又はその店舗の見やすい場所（不特定かつ多数の者に販売する場合

に限る。）に、明瞭にしなければならない。 

（農林水産省令で定める頭数）  

第二十三条 法第十五条第二項第二号（法第十六条第二項において準用する場合を含む。）の農林水産

省令で定める頭数は、五十とする。 

（販売業者による荷口番号の表示方法）  

第二十四条 法第十五条第三項（法第十六条第二項において準用する場合を含む。）に規定する荷口番

号の表示は、当該特定牛肉若しくはその容器、包装若しくは送り状の見やすい場所又はその店舗の見

やすい場所（不特定かつ多数の者に販売する場合に限る。）に、明瞭にしなければならない。 

（販売業者の氏名又は名称の表示方法）  

第二十五条 法第十五条第四項前段（法第十六条第二項において準用する場合を含む。）の規定により

販売業者の氏名又は名称を表示するときは、電話番号その他の連絡先を併せて表示しなければならな

い。  

２ 法第十五条第四項後段（法第十六条第二項において準用する場合を含む。）の規定により他の者の

氏名又は名称を表示するときは、電話番号その他の連絡先を併せて表示しなければならない。 

（特定料理提供業者による個体識別番号の表示方法）  

第二十六条 法第十六条第一項に規定する個体識別番号の表示は、当該特定料理又はその店舗の見やす

い場所に、明瞭にしなければならない。  

（帳簿）  

第二十七条 と畜者、販売業者及び特定料理提供業者は、法第十七条に規定する帳簿を一年ごとに閉鎖

し、閉鎖後二年間保存しなければならない。  

２ 法第十七条に規定する農林水産省令で定める事項は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該

各号に定めるとおりとする。  

一 と畜者 引渡しに係る特定牛肉ごとに、当該特定牛肉に対応する個体識別番号、当該引渡しの年

月日、当該引渡しの相手方の氏名又は名称及び住所並びに当該引渡しに係る特定牛肉の重量  

二 販売業者 販売に係る特定牛肉ごとに次のイ及びロに掲げる事項（販売の相手方が不特定かつ多

数の者である場合にあってはロに掲げる事項を除く。） 

イ 仕入れに係る特定牛肉に対応する一若しくは二以上の個体識別番号又は荷口番号（法第十五条

第三項に規定する荷口番号をいう。以下この条において同じ。）、当該仕入れの年月日、当該仕

入れの相手方の氏名又は名称及び住所並びに当該仕入れに係る特定牛肉の重量 

ロ 販売に係る特定牛肉に対応する一若しくは二以上の個体識別番号又は荷口番号、当該販売の年

月日、当該販売の相手方の氏名又は名称及び住所並びに当該販売に係る特定牛肉の重量 
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三 特定料理提供業者 提供に係る特定料理の主たる材料とした特定牛肉ごとに、仕入れに係る特定

牛肉に対応する一若しくは二以上の個体識別番号又は荷口番号、当該仕入れの年月日、当該仕入れ

の相手方の氏名又は名称及び住所並びに当該仕入れに係る特定牛肉の重量  
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○「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」抜粋 

（昭和 23 年法律第 122 号） 

 

第三章 風俗営業者の遵守事項等 

（年少者の立入禁止の表示）  

第十八条 風俗営業者は、国家公安委員会規則で定めるところにより、十八歳未満の者がその営業所に

立ち入つてはならない旨（第二条第一項第八号の営業に係る営業所にあつては、午後十時以後の時間

において立ち入つてはならない旨（第二十二条第五号の規定に基づく都道府県の条例で、十八歳以下

の条例で定める年齢に満たない者につき、午後十時前の時を定めたときは、その者についてはその時

以後の時間において立ち入つてはならない旨））を営業所の入り口に表示しなければならない。 

 

（指示）  

第二十五条 公安委員会は、風俗営業者又はその代理人等が、当該営業に関し、法令又はこの法律に基

づく条例の規定に違反した場合において、善良の風俗若しくは清浄な風俗環境を害し、又は少年の健

全な育成に障害を及ぼすおそれがあると認めるときは、当該風俗営業者に対し、善良の風俗若しくは

清浄な風俗環境を害する行為又は少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止するため必要な指示

をすることができる。  

（営業の停止等）  

第二十六条 公安委員会は、風俗営業者若しくはその代理人等が当該営業に関し法令若しくはこの法律

に基づく条例の規定に違反した場合において著しく善良の風俗若しくは清浄な風俗環境を害し若し

くは少年の健全な育成に障害を及ぼすおそれがあると認めるとき、又は風俗営業者がこの法律に基づ

く処分若しくは第三条第二項の規定に基づき付された条件に違反したときは、当該風俗営業者に対し、

当該風俗営業の許可を取り消し、又は六月を超えない範囲内で期間を定めて当該風俗営業の全部若し

くは一部の停止を命ずることができる。  

２ 公安委員会は、前項の規定により風俗営業（第二条第一項第四号、第七号及び第八号の営業を除く。

以下この項において同じ。）の許可を取り消し、又は風俗営業の停止を命ずるときは、当該風俗営業

を営む者に対し、当該施設を用いて営む飲食店営業について、六月（前項の規定により風俗営業の停

止を命ずるときは、その停止の期間）を超えない範囲内で期間を定めて営業の全部又は一部の停止を

命ずることができる。  

 

第五章 監督 

（報告及び立入り）  

第三十七条 公安委員会は、この法律の施行に必要な限度において、風俗営業者、性風俗関連特殊営業

を営む者、第三十三条第六項に規定する酒類提供飲食店営業を営む者、深夜において飲食店営業（酒

類提供飲食店営業を除く。）を営む者又は接客業務受託営業を営む者に対し、その業務に関し報告又

は資料の提出を求めることができる。  

２ 警察職員は、この法律の施行に必要な限度において、次に掲げる場所に立ち入ることができる。た

だし、第一号、第二号又は第四号から第六号までに掲げる営業所に設けられている個室その他これに
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類する施設で客が在室するものについては、この限りでない。  

一 風俗営業の営業所  

二 店舗型性風俗特殊営業の営業所  

三 第二条第七項第一号の営業の事務所、受付所又は待機所  

四 店舗型電話異性紹介営業の営業所  

五 第三十三条第六項に規定する酒類提供飲食店営業の営業所  

六 前各号に掲げるもののほか、設備を設けて客に飲食をさせる営業の営業所（深夜において営業し

ているものに限る。）  

３ 前項の規定により警察職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しな

ければならない。  

４ 第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。  

 

 第７章 罰則 

第四十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、二年以下の懲役若しくは二百万円以下の罰金に処し、

又はこれを併科する。  

一 第三条第一項の規定に違反して同項の許可を受けないで風俗営業を営んだ者 

二 偽りその他不正の手段により第三条第一項の許可又は第七条第一項、第七条の二第一項若しくは

第七条の三第一項の承認を受けた者  

三 第十一条の規定に違反した者  

四 第二十六条、第三十条、第三十一条の五第一項若しくは第二項、第三十一条の六第二項第二号若

しくは第三号、第三十一条の十五、第三十一条の二十、第三十一条の二十一第二項第二号、第三十

四条第二項、第三十五条、第三十五条の二又は第三十五条の四第二項若しくは第四項第二号の規定

による公安委員会の処分に違反した者  

五 第二十八条第一項（第三十一条の三第二項の規定により適用する場合及び第三十一条の十三第一

項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者  

六 第二十八条第二項（第三十一条の三第二項の規定により適用する場合及び第三十一条の十三第一

項において準用する場合を含む。）の規定に基づく都道府県の条例の規定に違反した者  

 

第五十三条 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処する。  

一 第二十七条の二又は第三十一条の二の二の規定に違反した者  

二 第二十八条第五項（第三十一条の三第一項、第三十一条の八第一項、第三十一条の十三第一項及

び第三十一条の十八第一項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者  

三 第三十六条の規定に違反して、従業者名簿を備えず、又はこれに必要な記載をせず、若しくは虚

偽の記載をした者  

四 第三十六条の二第一項の規定に違反した者  

五 第三十六条の二第二項の規定に違反して、記録を作成せず、若しくは虚偽の記録を作成し、又は

記録を保存しなかつた者  

六 第三十七条第一項の規定に違反して、報告をせず、若しくは資料を提出せず、又は同項の報告若
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しくは資料の提出について虚偽の報告をし、若しくは虚偽の資料を提出した者  

七 第三十七条第二項又は第三十八条の二第一項の規定による立入りを拒み、妨げ、又は忌避した者  

 

第五十六条 法人の代表者、法人又は人の代理人、使用人その他の従業者が、法人又は人の営業に関し、

第四十九条、第五十条第一項又は第五十二条から前条までの違反行為をしたときは、行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対し、各本条の罰金刑を科する。  

 

 

 

 

 

○「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則」抜粋 

（昭和 60 年国家公安委員会規則第１号） 

 

（営業所に立ち入つてはならない旨の表示方法）  

第三十四条 法第十八条の規定による表示は、同条の規定により表示すべき事項に係る文言を表示した

書面その他の物を公衆に見やすいように掲げることにより行うものとする。 
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○「酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律」抜粋 

（昭和 28 年法律第７号） 

 

 第四章 酒税保全措置 

（酒類の品目等の表示義務）  

第八十六条の五 酒類製造業者又は酒類販売業者は、政令で定めるところにより、酒類の品目その他の

政令で定める事項を、容易に識別することができる方法で、その製造場から移出し、若しくは保税地

域（関税法（昭和二十九年法律第六十一号）第二十九条に規定する保税地域をいう。）から引き取る

酒類（酒税法第二十八条第一項、第二十八条の三第一項又は第二十九条第一項の規定の適用を受ける

ものを除く。）又はその販売場から搬出する酒類の容器又は包装の見やすい所に表示しなければなら

ない。  

（酒類の表示の基準）  

第八十六条の六 財務大臣は、前条に規定するもののほか、酒類の取引の円滑な運行及び消費者の利益

に資するため酒類の表示の適正化を図る必要があると認めるときは、酒類の製法、品質その他の政令

で定める事項の表示につき、酒類製造業者又は酒類販売業者が遵守すべき必要な基準を定めることが

できる。  

２ 財務大臣は、前項の規定により酒類の表示の基準を定めたときは、遅滞なく、これを告示しなけれ

ばならない。  

３ 財務大臣は、第一項の規定により定められた酒類の表示の基準を遵守しない酒類製造業者又は酒類

販売業者があるときは、その者に対し、その基準を遵守すべき旨の指示をすることができる。  

４ 財務大臣は、前項の指示に従わない酒類製造業者又は酒類販売業者があるときは、その旨を公表す

ることができる。 

（酒類の表示に関する命令）  

第八十六条の七 財務大臣は、前条第三項の指示を受けた者がその指示に従わなかつた場合において、

その遵守しなかつた表示の基準が、同条第一項の表示の基準のうち、酒類の取引の円滑な運行及び消

費者の利益に資するため特に表示の適正化を図る必要があるものとして財務大臣が定めるもの（以下

「重要基準」という。）に該当するものであるときは、その者に対し、当該重要基準を遵守すべきこ

とを命令することができる。 

（国税審議会への諮問）  

第八十六条の八 財務大臣は、第八十六条の六第一項の規定により酒類の表示の基準を定めようとする

とき、又は前条の規定により重要基準を定めようとするときは、あらかじめ、国税審議会に諮問しな

ければならない。  

 

 第七章 罰則 

第九十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。  

一 第八十六条の五の規定に違反した者  

二 第八十六条の七の規定による命令に違反した者  

二の二 第八十六条の九第一項の規定に違反して酒類販売管理者を選任しなかつた者  
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三 第九十一条第一項の規定による報告をせず、若しくは偽りの報告をし、又は同項の規定による当

該職員の質問に対して偽りの陳述をし、若しくはその職務の執行を拒み、妨げ、若しくは忌避した

者  

 

第百条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務

に関し、第九十六条又は前二条の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほか、その法人又は人

に対して、各本条の罰金刑を科する。  

 

 

 

 

 

 

○「酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律施行令」抜粋 

（昭和 28 年政令第 28 号） 

 

（表示の基準）  

第八条の四 法第八十六条の六第一項 に規定する政令で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

一 酒類の製法、品質その他これらに類する事項  

二 未成年者の飲酒防止に関する事項  

三 酒類の消費と健康との関係に関する事項 
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６ 酒類小売販売場に設置している酒類の自動販売機には、次の各号に掲げる事項をそれぞれ当該各号

に掲げるところにより、当該自動販売機の前面の見やすい所に、夜間でも判読できるよう明りょうに

表示するものとする。  

（１）未成年者の飲酒は法律で禁止されていること。 

表示に使用する文字は、57 ポイントの活字以上の大きさの統一のとれたゴシック体の日本文字とし、

「未成年者の飲酒は法律で禁止されている」旨を表示する。 

（２）免許者（酒類の製造免許又は酒類の販売業免許を受けた者をいう。）の氏名又は名称、酒類販売

管理者の氏名、並びに連絡先の所在地及び電話番号 

 表示に使用する文字は、20 ポイントの活字以上の大きさの統一のとれた日本文字とする。  

（３）販売停止時間 

 表示に使用する文字は、42 ポイントの活字以上の大きさの統一のとれたゴシック体の日本文字とし、

「午後 11 時から翌日午前 5時まで販売を停止している」旨を表示する。  

（酒類の通信販売における表示） 

７ 酒類小売販売場において酒類の通信販売（商品の内容、販売価格その他の条件を提示し、郵便、電

話その他の方法により売買契約の申込みを受けて当該提示した条件に従って行う商品の販売をいう。）

を行う場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める事項を表示するものとする。  

（１）酒類に関する広告又はカタログ等（インターネット等によるものを含む。） 「未成年者の飲酒

は法律で禁止されている」又は「未成年者に対しては酒類を販売しない」旨  

（２）酒類の購入申込者が記載する申込書等の書類（インターネット等により申込みを受ける場合には

申込みに関する画面） 申込者の年齢記載欄を設けた上で、その近接する場所に「未成年者の飲酒は

法律で禁止されている」又は「未成年者に対しては酒類を販売しない」旨  

（３）酒類の購入者に交付する納品書等の書類（インターネット等による通知を含む。） 「未成年者

の飲酒は法律で禁止されている」旨  

８ 前項に掲げる事項は、明りょうに表示するものとし、表示に使用する文字は、10 ポイントの活字（イ

ンターネット等による場合には酒類の価格表示に使用している文字）以上の大きさの統一のとれた日

本文字とする。 

附則（平成十七年国税庁告示第 22 号） 

１ この告示は、平成十七年十月一日から施行する。 

２ この告示の施行日前に酒類の製造免許又は酒類の販売業免許を受けた酒類小売販売場に係る酒類

の陳列場所における表示については、平成十九年九月三十日まで、なお従前の例によることができる。 

３ この告示の施行の日から平成十八年三月三十一日までの間に酒類の製造免許又は酒類の販売業免

許を受けた酒類小売販売場に係る酒類の陳列場所における表示については、平成十八年三月三十一日

まで、なお従前の例によることができる。 
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○「たばこ事業法（昭和 59 年法律第 68 号）」抜粋 

 

 第六章 雑則 

（注意表示） 

第三十九条 会社又は特定販売業者は、製造たばこで財務省令で定めるものを販売の用に供するために

製造し、又は輸入した場合には、当該製造たばこを販売する時までに、当該製造たばこに、消費者に

対し製造たばこの消費と健康との関係に関して注意を促すための財務省令で定める文言を、財務省令

で定めるところにより、表示しなければならない。ただし、輸入した製造たばこを博覧会において展

示し即売する場合その他財務省令で定める場合は、この限りでない。 

２ 卸売販売業者又は小売販売業者は、前項本文の規定により製造たばこに表示されている文言を消去

し、又は変更して、製造たばこを販売してはならない。  

（広告に関する勧告等）  

第四十条 製造たばこに係る広告を行う者は、未成年者の喫煙防止及び製造たばこの消費と健康との関

係に配慮するとともに、その広告が過度にわたることがないように努めなければならない。  

２ 財務大臣は、前項の規定の趣旨に照らして必要があると認める場合には、あらかじめ、財政制度等

審議会の意見を聴いて、製造たばこに係る広告を行う者に対し、当該広告を行う際の指針を示すこと

ができる。  

３ 財務大臣は、前項の規定により示された指針に従わずに製造たばこに係る広告を行つた者に対し、

必要な勧告をすることができる。  

４ 財務大臣は、前項の規定による勧告をした場合において、製造たばこの広告を行つた者が、正当な

理由がなく、その勧告に従わなかつたときは、その旨を公表することができる。  

（報告）  

第四十一条 財務大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、特定販売業者、卸売販

売業者又は小売販売業者に対して、その業務に関する報告を求めることができる。 

（立入検査）  

第四十二条 財務大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、その職員に、特定販売

業者、卸売販売業者又は小売販売業者の営業所、事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、書類その

他の物件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。  

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけれ

ばならない。  

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。  

 

 第七章 罰則 

第五十条 次の各号の一に該当する者は、二十万円以下の罰金に処する。  

一 第四十一条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者  

二 第四十二条第一項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定による質問

に対し陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者  

第五十一条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の
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業務に関し、第四十七条から前条までの違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は

人に対して、各本条の罰金刑を科する。  

 

 

 

 

○「たばこ事業法施行規則（昭和 60 年大蔵省令第５号）」抜粋 

 

第六章 雑則 

（注意表示）  

第三十六条 法第三十九条第一項に規定する製造たばこで財務省令で定めるものは、紙巻たばこ、葉巻

たばこ、パイプたばこ、刻みたばこ、かみたばこ及びかぎたばこ（以下、「紙巻等たばこ」という。）

とする。  

２ 法第三十九条第一項に規定する財務省令で定める文言は、別表第一、別表第二及び別表第三に掲げ

る文言並びに次条の規定により消費者に誤解を生じさせないために表示する文言とする。  

３ 会社又は特定販売業者は、別表第一及び別表第二に掲げる文言のそれぞれ一以上を、次の各号に掲

げる容器包装（紙巻等たばこを消費者に販売する際に使用される容器又は包装で、紙巻等たばこの販

売以外に使用されないものをいう。以下同じ。）ごとに、表示しなければならない。  

一 最小容器包装  

二 最小容器包装を一以上入れ又は包む容器包装（無色透明又はほとんど無色透明の主としてプラス

チック製の容器包装を除く。次号において同じ。）  

三 前号に規定する容器包装を一以上入れ又は包む容器包装（当該容器包装を一以上入れ又は包む容

器包装を含む。）  

４ 別表第一及び別表第二に掲げる文言は、枠その他の方法により容器包装の主要な面の他の部分と明

瞭に区分され、当該主要な面につき一を限り設けられた部分（その面積が当該主要な面の面積の十分

の三以上であるものに限る。）の中に、一を限り、大きく、明瞭に、当該容器包装を開く前及び開い

た後において読みやすいよう、印刷し又はラベルを貼る方法により表示されなければならない。  

５ 前項に規定する「一を限り設けられた部分」には、別表第一及び別表第二に掲げる文言以外の文言

を表示してはならない。  

６ 第四項に規定する「主要な面」とは、開く前の容器包装の面（底面を除く。）のうち、次の各号の

いずれかに該当するものをいう。  

一 最大面積を有する面  

二 前号の規定に該当しない面のうち、当該容器包装の正面と認められる面  

７ 容器包装の主要な面の数が一である場合又は容器包装の主要な面が容易に識別できない場合その

他の容器包装に別表第一及び別表第二に掲げる文言を表示することが困難な場合における第三項、第

四項及び第六項の適用については、別に財務大臣が定めるところによる。  

８ 会社又は特定販売業者は、一の容器包装に、別表第一に掲げる文言のうち二以上又は別表第二に掲

げる文言のうち二以上を表示する場合には、当該二以上表示する文言を同一のものとしてはならない。 
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９ 会社又は特定販売業者は、別表第一及び別表第二に掲げる文言のそれぞれを表示した容器包装の数

が、年間を通じ、紙巻等たばこの品目ごと及び第三項各号に掲げる容器包装ごとに、おおむね均等と

なるようにしなければならない。  

１０ 会社又は特定販売業者は、別表第三に掲げる文言を、第三項各号に掲げる容器包装（品質のばら

つきが大きいこと等によりタール量及びニコチン量の測定が著しく困難であるとして財務大臣が定

める紙巻等たばこに係るものを除く。）ごとに、明瞭に、当該容器包装を開く前及び開いた後におい

て読みやすいよう、印刷し又はラベルを貼る方法により表示しなければならない。  

１１ 会社又は特定販売業者は、葉巻たばこ、パイプたばこ、刻みたばこ、かみたばこ、かぎたばこ及

び法第三十八条第二項に規定する製造たばこ代用品について第二項から第九項までの規定を適用す

る場合においては、別に財務大臣が定める文言をもつて別表第一及び別表第二に掲げる文言に代える

ことができるとともに、別に財務大臣が定めるところによりこれを表示することができる。  

１２ 法第三十九条第一項ただし書に規定する財務省令で定める場合は、輸入した製造たばこを物産展

その他これに類似する催場において展示し即売する場合であつて財務大臣が特に注意表示を行う必

要がないと認めた場合とする。 

（誤解を生じさせないために表示する文言）  

第三十六条の二 会社又は特定販売業者は、「ｌｏｗ ｔａｒ」、「ｌｉｇｈｔ」、「ｕｌｔｒａ ｌｉｇ

ｈｔ」又は「ｍｉｌｄ」その他の紙巻等たばこの消費と健康との関係に関して消費者に誤解を生じさ

せるおそれのある文言を容器包装に表示する場合は、消費者に誤解を生じさせないために、当該容器

包装を使用した紙巻等たばこの健康に及ぼす悪影響が他の紙巻等たばこと比べて小さいことを当該

文言が意味するものではない旨を明らかにする文言を、当該容器包装に表示しなければならない。  

２ 前項の規定により表示される文言は、前条第三項各号に掲げる容器包装ごとに、明瞭に、当該容器

包装を開く前及び開いた後において読みやすいよう、印刷し又はラベルを貼る方法により表示されな

ければならない。  

 

別表第一 （第三十六条関係）  

「喫煙は、あなたにとって

肺がんの原因の一つとなり

ます。疫学的な推計による

と、喫煙者は肺がんにより

死亡する危険性が非喫煙者

に比べて約２倍から４倍高

くなります。（詳細につい

ては、厚生労働省のホー

ム・ページｗｗｗ．ｍｈｌ

ｗ．ｇｏ．ｊｐ／ｔｏｐｉ

ｃｓ／ｔｏｂａｃｃｏ／ｍ

ａｉｎ．ｈｔｍｌをご参照

ください。）」 

「喫煙は、あなたにとって

心筋梗塞の危険性を高めま

す。疫学的な推計によると、

喫煙者は心筋梗塞により死

亡する危険性が非喫煙者に

比べて約１．７倍高くなり

ます。（詳細については、

厚生労働省のホーム・ペー

ジｗｗｗ．ｍｈｌｗ．ｇｏ．

ｊｐ／ｔｏｐｉｃｓ／ｔｏ

ｂａｃｃｏ／ｍａｉｎ．ｈ

ｔｍｌをご参照くださ

い。）」 

「喫煙は、あなたにとって

脳卒中の危険性を高めま

す。疫学的な推計によると、

喫煙者は脳卒中により死亡

する危険性が非喫煙者に比

べて約１．７倍高くなりま

す。（詳細については、厚

生労働省のホーム・ページ

ｗｗｗ．ｍｈｌｗ．ｇｏ．

ｊｐ／ｔｏｐｉｃｓ／ｔｏ

ｂａｃｃｏ／ｍａｉｎ．ｈ

ｔｍｌをご参照くださ

い。）」 

「喫煙は、あなたにとって

肺気腫を悪化させる危険性

を高めます。（詳細につい

ては、厚生労働省のホー

ム・ページｗｗｗ．ｍｈｌ

ｗ．ｇｏ．ｊｐ／ｔｏｐｉ

ｃｓ／ｔｏｂａｃｃｏ／ｍ

ａｉｎ．ｈｔｍｌをご参照

ください。）」 
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別表第二 （第三十六条関係）  

「妊娠中の喫煙は、胎児の

発育障害や早産の原因の一

つとなります。疫学的な推

計によると、たばこを吸う

妊婦は、吸わない妊婦に比

べ、低出生体重の危険性が

約２倍、早産の危険性が約

３倍高くなります。（詳細

については、厚生労働省の

ホーム・ページｗｗｗ．ｍ

ｈｌｗ．ｇｏ．ｊｐ／ｔｏ

ｐｉｃｓ／ｔｏｂａｃｃｏ

／ｍａｉｎ．ｈｔｍｌをご

参照ください。）」 

「たばこの煙は、あなたの

周りの人、特に乳幼児、子

供、お年寄りなどの健康に

悪影響を及ぼします。喫煙

の際には、周りの人の迷惑

にならないように注意しま

しょう。」 

「人により程度は異なりま

すが、ニコチンにより喫煙

への依存が生じます。」 

「未成年者の喫煙は、健康

に対する悪影響やたばこへ

の依存をより強めます。周

りの人から勧められても決

して吸ってはいけません。」

 

別表第三 （第三十六条関係）  

財務大臣の定める方法により測定したたばこ煙中に含まれるタール量及びニコチン量 
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○ 財務省告示第百九号 

たばこ事業法(昭和五十九年法律第六十八号)第四十条第二項の規定に基づき、製造たばこに係る広告

を行う際の指針（平成元年大蔵省告示第百七十六号）の全部を、次のように改正する。 

 

平成十六年三月八日 

財務大臣 谷垣 禎一 

 

製造たばこに係る広告を行う際の指針 

 

近年のたばこと健康をめぐる国民の意識の高まり、世界保健機関（ＷＨＯ）におけるたばこ規制枠組

条約の採択、主要国のたばこに関する規制の状況など、喫煙をとりまく環境は大きく変化している。 

これらの点を踏まえ、製造たばこに係る広告（以下、「たばこ広告」という。）を行う者が、より一

層、未成年者の喫煙防止及び製造たばこ（以下、「たばこ」という。）の消費と健康との関係に配慮す

るとともに、たばこ広告を過度にわたらないように行うことを目的として、旧指針を改正し、ここに新

たな指針を定めるものである。 

 

一 全体的指針 

たばこ広告を行う際には、未成年者の喫煙防止に十分配慮し、広告が過度にわたり幅広く積極的に

喫煙を勧めることのないよう留意しなければならない。また、たばこの健康に及ぼす悪影響に関する

情報を適切に提供することにより、個人が自己責任において喫煙を選択するか否かを判断するための

環境整備に資するよう心がけなければならない。 

このような考え方に基づき、以下の点に沿ってたばこ広告等を行うものとする。 

(1) 未成年者の喫煙防止への配慮 

未成年者の喫煙防止の必要性を十分勘案した上で広告場所を選ぶなど、広告方法に配慮すること。

また、たばこ広告の内容についても未成年者の注意を惹くことがなく、未成年者を対象としないも

のとするとともに、未成年者の喫煙が禁止されていることについて注意を喚起すること。 

(2) たばこの消費と健康との関係についての配慮 

たばこが健康に及ぼす悪影響に関して誤解を招かないよう配慮するとともに、喫煙と健康との関

係に関して適切な情報提供を行うこと。 

(3) たばこ広告が過度にわたらないことへの配慮 

幅広く積極的に喫煙を勧めるような広告内容や広告方法等を避けること。 

(4) その他 

たばこ広告以外の喫煙を促進させるような販売促進活動等に関しても、本指針の趣旨を踏まえて

配慮すること。また、情報通信手段の進展等に伴い、たばこ広告等が国境を越えて伝達される可能

性が高まることに留意すること。 

 

二 媒体等広告方法別の指針 

前号に掲げる指針を踏まえた上で、以下の点に沿って媒体等広告方法別にたばこ広告等を行うもの
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とする。 

(1) テレビ、ラジオ及びインターネット等におけるたばこ広告 

成人のみを対象とすることが技術的に可能な場合を除き、行わないこと。 

(2) 新聞紙及び雑誌その他の刊行物におけるたばこ広告 

主として成人の読者を対象としたものに行うこととし、その場合においても、日刊新聞紙につい

ては、その影響力に鑑み、広告方法等に配慮すること。 

(3) はり札、看板及び建物その他の工作物等（電車及び自動車の車両等を含む。）に掲出され又は表

示されるたばこ広告たばこの販売場所及び喫煙所において行う場合を除き、公共性の高い場所では

行わないこと。 

(4) 見本たばこ、チラシ、カタログ及びパンフレット等の配布 

成人に限定して行うとともに、公共性の高い場所では行わないこと。 

(5) 販売促進企画（販売促進物品の提供及び懸賞キャンペーンその他の催し等をいう。） 

成人を対象としたものに限定して行うこと。 

(6) 後援（スポンサーシップ） 

出場者及び運営に従事する者がすべて成人であり、かつ主として成人を対象とした催し等に限定

して行うこと。また、放送（インターネットによる通信を含み、成人のみを対象とすることが技術

的に可能な場合を除く。）を目的とした催し等に対しては、行わないこと。 

 

三 喫煙と健康との関係に関する適切な情報提供の指針 

たばこ広告の中には、以下の(1)から(5)に掲げるたばこの消費と健康との関係に関して注意を促す

文言を、明瞭に、読みやすいよう表示するものとする。ただし、面積が著しく小さい広告その他の(1)

から(5)に掲げる文言の全部を表示することが困難な広告については、この限りでない。 

(1) 「喫煙は、あなたにとって肺がんの原因の一つとなり、心筋梗塞・脳卒中の危険性や肺気腫を悪

化させる危険性を高めます。」 

(2) 「未成年者の喫煙は、健康に対する悪影響やたばこへの依存をより強めます。周りの人から勧め

られても決して吸ってはいけません。」 

(3) 以下に掲げる文言のうちの一つ 

「妊娠中の喫煙は、胎児の発育障害や早産の原因の一つとなります。」 

「たばこの煙は、あなたの周りの人、特に乳幼児、子供、お年寄りなどの健康に悪影響を及ぼしま

す。喫煙の際には、周りの人の迷惑にならないように注意しましょう。」 

「人により程度は異なりますが、ニコチンにより喫煙への依存が生じます。」 

(4) たばこ事業法施行規則第三十六条第二項の規定により同規則別表第三に掲げる文言 

(5) たばこ事業法施行規則第三十六条の二第一項の規定により表示される文言 

 

四 この指針の対象に含まれない広告 

喫煙を促進しないような、企業活動の広告並びに喫煙マナー及び未成年者喫煙防止等を提唱する広

告については、この指針の対象に含まれない。 
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附 則 

１ この指針（以下、「新指針」という。）は、平成十六年四月一日から適用する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に掲げる日から適用する。 

一 電車及び自動車の車両等に掲出され又は表示されるたばこ広告に係る新指針第一号、第二号(3)

及び第三号の規定 平成十六年十月一日 

二 はり札、看板及び建物その他の工作物等（電車及び自動車の車両等を除く。）に掲出され又は表

示されるたばこ広告に係る新指針第一号、第二号(3)及び第三号の規定 平成十七年四月一日 

三 後援に係る新指針第一号、第二号(6)及び第三号の規定 平成十八年十二月一日 

四 新指針第三号の規定（前各号に掲げるたばこ広告等に係るものを除く。） 平成十六年十月一日 

２ 前項の規定にかかわらず、はり札、看板及び建物その他の工作物等（電車及び自動車の車両等を除

く。）に掲出され又は表示されるたばこ広告であって、当該たばこ広告の掲出又は表示に係る契約の

有効期限が平成十七年四月一日以後に到来するもの（当該契約の締結が公布の日以後に行われたもの

を除く。）については、新指針第三号の規定は平成十七年四月一日から適用し、並びに新指針第一号

及び第二号(3)の規定は平成十七年十月一日から適用する。 

３ 平成十六年九月三十日までに発売される新聞紙及び雑誌その他の刊行物に掲出され又は表示される

たばこ広告に係る新指針の適用については、なお従前の例による。 

 

 

 


